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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期
第２四半期
連結累計期間

第78期
第２四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年９月30日

自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（百万円） 28,289 19,856 52,671

経常利益又は経常損失（△）（百万円） 1,075 △402 1,706

四半期（当期）純利益又は

四半期純損失（△）（百万円）
798 △555 1,224

四半期包括利益又は包括利益（百万円） 377 △1,011 1,067

純資産額（百万円） 12,306 11,777 13,081

総資産額（百万円） 42,744 35,649 39,426

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）（円）
9.53 △6.26 14.18

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円）
― ― ―

自己資本比率（％） 25.3 28.6 28.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△188 572 1,113

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,186 △938 △1,849

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,601 △1,252 695

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高（百万円）
5,816 4,154 5,984

　

回次
第77期
第２四半期
連結会計期間

第78期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成22年７月１日
至平成22年９月30日

自平成23年７月１日
至平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）（円）
6.72 △3.51

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第77期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間の世界経済は、中国などアジアにおいて成長率に鈍化が見られ、米国は回復ペースが鈍

化してきました。また欧州は、財政問題を背景に減速感が強まってきました。

　わが国におきましては、東日本大震災の影響による急激な悪化から持ち直しの傾向となったものの、円高進行や海

外景気の悪化などから、先行き不透明感が高まってきました。

　そのような環境下、エレクトロニクス市場におきましては、スマートフォンやタブレットＰＣなど携帯情報端末の

需要が増加したものの、震災により自動車関連需要が減退し、液晶テレビやパソコンなどデジタル家電需要も減速

したことから、電子部品需要は総じて減少となりました。

　こうした状況のなかで、当社グループは、全般的なコストの削減に努めましたが、受注減による影響を主因に、当第

２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高19,856百万円（前年同期比△29.8％）、営業損失96百万円（前年同期

は営業利益1,470百万円）、経常損失402百万円（前年同期は経常利益1,075百万円）、四半期純損失555百万円（前

年同期は四半期純利益798百万円）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①電子部品

　電子部品は、自動車や家電向けに各品種とも受注が総じて減少し、売上高17,584百万円（前年同期比△31.1％）営

業利益357百万円（同△81.5％）となりました。

②金型・機械設備

　金型・機械設備は、新規モデル向けの金型需要が停滞したことを主因に、売上高605百万円(前年同期比△16.9%)営

業損失22百万円（前年同期は営業損失62百万円）となりました。

③その他

　その他は、商品仕入及び不動産業等にかかる事業であり、売上高1,847百万円（前年同期比△17.3％）、営業利益29

百万円（前年同期比△64.2％）となりました。

(2) 財政状態の分析

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ、現金及び預金が2,086百万円減少し、売

上高の減少に伴い、受取手形及び売掛金が660百万円減少したことなどから、3,777百万円減少しました。

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ、支払手形及び買掛金が980百万円減

少し、有利子負債が長期借入金の返済を主体に871百万円減少したことを主因に、2,473百万円の減少となりました。

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ、四半期純損失555百万円、配当金支

払い266百万円、円高に伴う為替換算調整勘定の減少276百万円を主因に、1,303百万円の減少となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ、1,830百万円減少し、4,154百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の営業活動の結果得られた資金は、572百万円（前年同期は使用した資金188百万円）

となりました。これは、税金等調整前四半期純損失395百万円に対し、減価償却費764百万円の他、売上減少に伴い、売

上債権が682百万円減少し、仕入債務が944百万円減少したことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の投資活動の結果使用した資金は、938百万円（前年同期比△20.9％）となりました。

これは、固定資産の取得による支出833百万円があったことなどによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の財務活動の結果使用した資金は、1,252百万円（前年同期は得られた資金1,601百万

円）となりました。これは、借入金の減少860百万円、配当金の支払い266百万円などによります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針の内容

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務および事業の内容や当社グルー

プの企業価値の根源および当社のステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社グループの企業価値ひいて

は株主共同の利益を持続的に確保し、向上していくことを可能とする者であることが必要であると考えておりま

す。

　もとより、当社は、大規模買付者の行う大規模買付行為であっても、その具体的な条件・方法等によっては、必ずし

も当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものではないと考えており、かかる買付けを一律に否定

するものではありません。また、これを受入れて大規模買付行為に応じるか否かの判断は、最終的には個々の株主の

皆様の自由な意思に委ねられるべきものと考えております。大規模買付行為は、それが成就すれば、当社グループの

経営に直ちに大きな影響を与えうるだけの支配権を取得するものであり、当社グループの企業価値ひいては株主共

同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しております。しかしながら、近時の、わが国の資本市場においては、

買収内容を判断するために必要な合理的な情報・期間や、企業買収の対象となる会社の経営陣との十分な協議や合

意形成のプロセスを経ることなく、突如として一方的に大規模買付行為を強行するといった動きがなされる可能性

も決して否定できません。株式等の大規模買付けの中には、株主の皆様に対して当該大規模買付けに関する十分な

情報が提供されず株主の皆様に株式の売却を事実上強要する恐れがあるものや、株主の皆様が当該大規模買付けの

条件・方法等の検討を行ったり、当社取締役会が代替案の提案等を行うための十分な時間が確保されないものや、

その他真摯に合理的な経営を行う意思が認められないものなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく

損なう株式等の大規模買付けもないとはいえません。このような当社グループの企業価値または株主共同の利益に

資さない大規模買付者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、当社は、このよう

な者による大規模買付行為に対しては、大規模買付者による情報提供、当社取締役会による検討・評価といったプ

ロセスを確保するとともに、当社グループの企業価値または株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、

大規模買付行為に対する対抗措置を準備しておくことも、当社の取締役としての責務であると考えております。
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②不適切な支配防止のための取組み

　本施策は、特定株主グループの議決権保有割合を20％以上とすることを目的とする当社株式等の買付行為、または

結果として特定株主グループの議決権保有割合が20％以上となる当社株式等の買付行為が、当社グループの企業価

値に重大な影響を及ぼす場合において、基本方針に沿って当社グループの企業価値を確保し、向上させるため、大規

模買付行為に適切な対応を行うことを目的としております。当社は、基本方針に定めるとおり、当社グループの企業

価値または株主共同の利益に資さない大規模買付者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不

適切であると考えております。そして、こうした不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配さ

れることを防止し、当社グループの企業価値または株主共同の利益に反する大規模買付行為を防止するためには、

大規模買付者から株主の皆様の判断に必要かつ十分な情報を提供させること、さらに、大規模買付者の提案する経

営方針等が当社グループの企業価値に与える影響を当社取締役会が検討・評価して株主の皆様の判断の参考に供

すること、場合によっては当社取締役会が大規模買付行為または当社グループの経営方針等に関して大規模買付者

と交渉または協議を行い、あるいは当社取締役会としての経営方針等の代替的提案を株主の皆様に提示するなどを

可能とする枠組みが必要不可欠であると判断いたしました。

　かかる見解を具体化する施策として、大規模買付者が従うべき一定の情報提供等に関するルール（以下「大規模

買付ルール」といいます。）ならびに大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合または大規模買付行為に

よって当社グループの企業価値が著しく毀損される場合に当社がとりうる対抗措置（以下「大規模買付対抗措

置」といいます。）について、その要件および内容を予め設定するに至ったものであります。

　本施策は、大規模買付者が従うべき大規模買付ルールと、大規模買付行為に対して当社がとりうる大規模買付対抗

措置から構成されております。本施策においては、まず、大規模買付ルールとして、大規模買付者に対し、株主および

当社取締役会による判断のための情報提供と、当社取締役会による検討・評価の期間の付与を要請しております。

次に、当社取締役会が、大規模買付対抗措置として、会社法その他の法令および当社定款によって認められる相当な

対抗措置の発動を決議しうることを前提として、その発動の要件を、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しな

い場合または大規模買付行為によって当社グループの企業価値または株主共同の利益が著しく毀損される場合に

限定することといたしました。本施策にもとづき大規模買付対抗措置を発動するか否かは、最終的には当社取締役

会により決定されますが、当社取締役会の判断の客観性および合理性を担保するため、独立委員会を設置し、その意

見を最大限尊重することといたしました。

　大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、当社株主の皆様の判断および当社取締役会と

しての意見形成のために必要かつ十分な情報を書面で提供していただきます。これは、当該大規模買付行為に関し、

株主の皆様が適切な判断を行い、かつ、当社取締役会が適切な検討・評価を行うことを目的としております。次に、

大規模買付者には、情報提供完了通知を当社が行った日から、大規模買付行為の評価の難易度に応じて、最大60日間

または最大90日間（以下「取締役会評価期間」といいます。）が経過するまでは、大規模買付行為を行わないこと

としていただきます。これは、株主共同の利益のため、当社取締役会に、大規模買付者提供情報の検討および評価、大

規模買付者との交渉および協議、大規模買付行為に関する意見形成、株主の皆様に対する代替的提案の作成および

提示等を行う機会を与えていただくためであります。なお、独立委員会は、当社取締役会に対し取締役会評価期間を

最大30日間延長することを勧告できるものとし、当社取締役会は、原則としてこれに従うものとします。また、当社

取締役会が取締役会評価期間の延長を決議した場合には、決議された具体的延長期間および当該延長期間が必要と

される理由を速やかに開示いたします。

　当社取締役会は、取締役会評価期間（延長された場合の延長期間を含みます。）において、外部専門家等の助言を

受けながら、大規模買付者提供情報の検討および評価を行い、当該大規模買付行為または当該大規模買付者の提案

に係る経営方針等に関して、独立委員会の勧告を最大限尊重し、大規模買付対抗措置の発動の是非について決議い

たします。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉および協議を行

い、当社取締役会として、株主の皆様に対して当社グループの経営方針等についての代替的提案を提示することも

あります。

　本施策は、平成23年６月29日開催の定時株主総会において本施策に株主意思を最大限反映させるべく、議案として

諮り、本施策に関する株主の皆様のご承認を得た上で継続しております。なお、本施策に従って大規模買付対抗措置

を機動的に実施するため、新株予約権の発行登録を行なう場合があります。

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

四半期報告書

 5/21



③不適切な支配の防止のための取組みについての取締役の判断

イ．基本方針の実現に資する取組みについて

　当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を持続的に確保し、向上させるための具体的方策として策

定されたものであり、基本方針の実現に資するものであります。したがって、これらの取組みは、基本方針に沿

い、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではあ

りません。

ロ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組み（上記(4)②の取組み）について

　本施策は、株主総会において株主様のご承認を得た上で継続されたものであること、その内容において、当社

の基本方針に沿うものであり、かつ、当社取締役会の判断の客観性・合理性を担保するための工夫がなされ、さ

らに、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保または向上の目的をもって導入されるものであ

り、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は、450百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 生産、受注及び販売の実績

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの生産、受注及び販売の実績は、大震災による影響と家電向け受

注の不振を主因に、下記のとおりとなっております。

　 金額（百万円） 対前年同四半期増減率（％）

生産実績 18,135 △31.1

受注実績 18,994 △35.4

販売実績 19,856 △29.8
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 92,500,996 92,500,996
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 92,500,996 92,500,996 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減
額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
― 92,500 ― 5,200 ― 411

（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

住友金属工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜4丁目5-33 7,647 8.27

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り1丁目2-26 2,314 2.50

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 東京都中央区晴海1丁目8-11 2,271 2.46

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町1 2,183 2.36

北電工取引先持株会 富山県富山市下大久保3158 2,125 2.30

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 東京都港区浜松町2丁目11-3 1,688 1.82

前田建設工業株式会社 東京都千代田区猿楽町2丁目8-8 1,648 1.78

北電工従業員持株会 富山県富山市下大久保3158 1,480 1.60

株式会社ホクタテ 富山県富山市中野新町1丁目2-10 1,465 1.58

株式会社富山銀行 富山県高岡市守山町22 1,315 1.42

計 － 24,136 26.09

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)

の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数はそれぞれ2,250千株及び1,665千株であります。

２．上記の他、自己株式が3,790千株（4.1％）あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） （注１） 普通株式 3,790,000― ―

完全議決権株式（その他） （注２） 普通株式 87,533,000 87,533 ―

単元未満株式 （注３） 普通株式 1,177,996― ―

発行済株式総数 92,500,996― ―

総株主の議決権 ― 87,533 ―

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の株式に係る議決権の数4個が含まれております。

３．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式989株が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

北陸電気工業株式会社
富山県富山市

下大久保３１５８番地
3,790,000 ― 3,790,000 4.10

計 ― 3,790,000 ― 3,790,000 4.10

　（注）このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有してない株式が2,000株（議決権の数2個）あ

ります。なお、当該株式数は「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 先端技術戦略室長 取締役 高周波部品事業本部長 廣瀬　茂 平成23年７月１日

取締役 高周波部品事業本部長 取締役 コンポーネント事業本部長 多田守男 平成23年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、永昌監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,344 5,257

受取手形及び売掛金 8,434 7,773

商品及び製品 1,103 1,207

仕掛品 3,610 3,157

原材料及び貯蔵品 1,107 1,081

繰延税金資産 709 509

その他 832 539

貸倒引当金 △30 △30

流動資産合計 23,111 19,495

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,430 3,339

機械装置及び運搬具（純額） 4,622 4,183

土地 3,188 3,158

その他（純額） 483 496

有形固定資産合計 11,724 11,179

無形固定資産 213 278

投資その他の資産

投資有価証券 1,772 1,786

繰延税金資産 1,923 1,974

その他 1,209 1,399

貸倒引当金 △527 △464

投資その他の資産合計 4,377 4,695

固定資産合計 16,315 16,153

資産合計 39,426 35,649
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,227 8,247

1年内償還予定の社債 50 50

短期借入金 3,954 4,894

未払法人税等 179 196

賞与引当金 358 352

その他 1,813 1,143

流動負債合計 15,583 14,885

固定負債

長期借入金 6,320 4,509

繰延税金負債 455 446

退職給付引当金 3,358 3,442

その他 626 587

固定負債合計 10,761 8,986

負債合計 26,345 23,871

純資産の部

株主資本

資本金 5,200 5,200

資本剰余金 5,626 5,626

利益剰余金 1,775 968

自己株式 △684 △687

株主資本合計 11,917 11,106

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △162 △165

繰延ヘッジ損益 △26 △19

土地再評価差額金 607 594

為替換算調整勘定 △1,038 △1,315

その他の包括利益累計額合計 △619 △906

少数株主持分 1,783 1,576

純資産合計 13,081 11,777

負債純資産合計 39,426 35,649
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 28,289 19,856

売上原価 24,468 17,778

売上総利益 3,821 2,078

販売費及び一般管理費 ※1
 2,350

※1
 2,174

営業利益又は営業損失（△） 1,470 △96

営業外収益

受取利息 27 30

受取配当金 17 22

雇用調整助成金 6 43

その他 28 31

営業外収益合計 79 127

営業外費用

支払利息 104 105

為替差損 243 158

その他 126 169

営業外費用合計 474 433

経常利益又は経常損失（△） 1,075 △402

特別利益

前期損益修正益 72 －

固定資産売却益 1 25

負ののれん発生益 29 2

その他 23 7

特別利益合計 126 35

特別損失

減損損失 － 15

固定資産除却損 29 4

投資有価証券評価損 80 8

損害賠償金 76 －

その他 7 1

特別損失合計 193 29

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,009 △395

法人税等 196 240

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

812 △636

少数株主利益又は少数株主損失（△） 13 △81

四半期純利益又は四半期純損失（△） 798 △555

EDINET提出書類

北陸電気工業株式会社(E01817)

四半期報告書

12/21



【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

812 △636

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △201 △3

繰延ヘッジ損益 1 6

為替換算調整勘定 △235 △377

その他の包括利益合計 △435 △374

四半期包括利益 377 △1,011

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 431 △828

少数株主に係る四半期包括利益 △54 △182
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,009 △395

減価償却費 706 764

減損損失 － 15

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △62

賞与引当金の増減額（△は減少） 112 △6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 145 83

受取利息及び受取配当金 △44 △53

支払利息 104 105

為替差損益（△は益） 96 25

前期損益修正損益（△は益） △72 －

固定資産売却損益（△は益） △1 △25

固定資産除却損 29 4

投資有価証券売却損益（△は益） － △2

投資有価証券評価損益（△は益） 80 8

雇用調整助成金 △6 △43

負ののれん発生益 △29 △2

休業費用 7 64

損害賠償損失 76 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,874 682

たな卸資産の増減額（△は増加） 291 288

仕入債務の増減額（△は減少） △915 △944

その他 266 204

小計 △25 710

利息及び配当金の受取額 44 53

利息の支払額 △104 △105

法人税等の支払額 △85 △59

雇用調整助成金の受取額 6 43

損害賠償金の支払額 △16 △5

休業費用の支払額 △7 △64

営業活動によるキャッシュ・フロー △188 572

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △177 △833

固定資産の売却による収入 31 69

投資有価証券の取得による支出 △2 △26

投資有価証券の売却による収入 － 3

貸付けによる支出 － △0

貸付金の回収による収入 3 2

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,157 －

定期預金の純増減額（△は増加） 108 120

その他 6 △273

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,186 △938
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 637 499

長期借入れによる収入 1,500 254

長期借入金の返済による支出 △1,431 △1,614

リース債務の返済による支出 △157 △96

自己株式の取得による支出 △3 △2

配当金の支払額 △243 △266

少数株主への配当金の支払額 － △27

自己株式の処分による収入 1,299 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,601 △1,252

現金及び現金同等物に係る換算差額 △216 △211

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10 △1,830

現金及び現金同等物の期首残高 5,806 5,984

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,816

※1
 4,154
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

医療法人財団北聖会 279百万円 医療法人財団北聖会 253百万円

その他 2 その他 2　

計 282百万円 　 255百万円

　

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
前第２四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

従業員給与・手当・賞与 1,205百万円 1,166百万円

貸倒引当金繰入額 6 △68　

賞与引当金繰入額 145 130　

退職給付費用 71 76　

減価償却費 69 88　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

  
前第２四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

現金及び預金勘定 7,082百万円 5,257百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,265 △1,103　

現金及び現金同等物 5,816 4,154　

　　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 243 3.00平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 266 3.00平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 （単位：百万円）

　

報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）
電子部品

金型・

機械設備
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 25,506 627 26,134 2,155 28,289 ― 28,289

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― 101 101 78 179 △179 ―

計 25,506 728 26,235 2,233 28,468 △179 28,289

セグメント利益又は損失

（△）
1,931 △62 1,869 83 1,952 △481 1,470

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品仕入（㈱大泉製作

所製品）及び不動産・保険代理業に係る事業であります。

　　　２．セグメント利益の調整額△481百万円には、セグメント間取引消去54百万円、のれんの償却費△3百万円

及び各報告セグメントに配分していない全社費用△532百万円が含まれております。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 （単位：百万円）

　

報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）
電子部品

金型・

機械設備
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 17,584 504 18,088 1,768 19,856 ― 19,856

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― 101 101 78 180 △180 ―

計 17,584 605 18,190 1,847 20,037 △180 19,856

セグメント利益又は損失

（△）
357 △22 335 29 365 △461 △96

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品仕入（㈱大泉製作

所製品）及び不動産・保険代理業に係る事業であります。

　　　２．セグメント利益の調整額△461百万円には、セグメント間取引消去45百万円、のれんの償却費△5百万円

及び各報告セグメントに配分していない全社費用△501百万円が含まれております。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
9円53銭 △6円26銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（百万円）
798 △555

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（百万円）
798 △555

普通株式の期中平均株式数（千株） 83,807 88,718

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

（タイ国洪水による損害の発生）

(1) その旨

　タイ国の洪水により、アユタヤ県ハイテク工業団地でモジュール製品を生産しております連結子会社ＨＤＫタイラン

ド㈱は、アユタヤ県の退避令に従い、平成23年10月７日から操業を停止しておりましたが、同月14日、工場敷地内が浸水

しました。

　現在は、浸水前に退避していた完成品の出荷を始めておりますが、生産は停止状態にあります。

(2) 被害の状況

　建物の１階と生産工程の仕掛品、設備等の一部が浸水しましたが、現時点では被害の把握には至っておりません。

　なお、人的被害はありません。

(3) 損害額

　想定される資産の被害につきましては、損害保険により、大半が補償される見込みであります。

　また、操業停止に伴う従業員への休業補償等の費用につきましては、現時点では明確になっておりません。

(4) 復旧の見通し

　年内での復旧を目指しておりますが、その達成は不透明であります。

(5) 当該災害が営業活動等に及ぼす重要な影響

　中国、日本にある生産拠点での代替生産を進めており、大きな影響は見込んでおりません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月11日

北陸電気工業株式会社

取締役会　御中

永　昌　監　査　法　人

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 玉 井 三 千 雄　　印

 業務執行社員  公認会計士 五　十　嵐　忠　　印
　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北陸電気工業株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北陸電気工業株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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